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建設技能労働力需給の逼迫と養成訓練の新動向

佐藤眞＊

（1991年10月15日受理）

はじめに

1987年10月の「ブラック・マンデー」は「寄生型現代資本主義」の諸矛盾の暴発であり，深

化する危機の反映であった1）。そして1990年3月の株価暴落に連鎖する「円安」局面への急転

から，同年10月，再び株価大暴落をともないつつも「円高」へと，極端な軌跡変動をたどりな

がら，日本経済は先行き不透明の様相を一層強めている。「中東危機」を契機とした為替相場の

乱高下，株価の大暴落，銀行・証券スキャンダルにみる「バブル経済」の破綻と相次ぐ一方で，

異常な暴騰を続けた地価は，いまなお高原状態を維持している。「豊かな」日本で，「サラリー

マンが一生働いても大都市近郊では家が持てない……状態は，日本人の豊かさの実感を阻害す

る最大の要因」（日経連会長鈴木永二，「日経連タイムス」1990年6月7日）として国民生活に

重くのしかかっている。

さて，この数年伸びをみせた住宅建設は，1985年9月のG5「プラザ合意」を起点に，「円高」

を基調にすえた新旧「前川レポート」（1986・87年）に示された「国際化＝市場開放」，「リスト

ラクチュアリング＝産業構造調整」政策によって推進されてきた。「構造調整」のための方策と

して第1に内需拡大があげられ，①住宅②社会資本整備③土地政策等がその対象となっ

た（1987年4月「経済構造調整特別部会報告＝新前川レポート」）。この住宅・社会資本整備を

通じて，景気調整と内需拡大に大きな役割を果たしてきたのが，建設業である2）。

建設業は今日70兆円を超える投資額に達し，GNPの2割（建設省編『建設自書』1991年版）

を占める。また建設就業者は622万人（総務庁統計局『労働力調査』1991年5月現在）と全産

業就業者のおよそ1割を擁し，産業関連基盤および生活関連基盤を創出する現代日本経済にお

ける基幹的産業とも言えよう。個人住宅，工場，ビル等の民間需要から，道路，鉄道，港湾等

の公共需要までを含む総合的受注産業であるため，関連産業分野が広く，その経済的波及効果

は大きい。それ故，「国家独占資本主義の資本蓄積機構の重要な一環としての『社会的下部構造』

の創出の直接的な担い手」3）として，あるいは「国家の強力な統制と保護を受け……政権と直結

した日本経済のビルト・イン・スタビライザー」4）としての機能が指摘されているところであ

る。

建設業は受注産業であり，また，景気・金融の動向によっても工事量は大きく左右される。さ

らに生産現場も絶えず移動する。そのため，元請となるゼネコン（総合工事業）は，受注量の

ピーク時に見合った機械設備，労働力を常態としてかかえておくことはリスクをともなう。し
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たがって，工事受注量の変動に対し，重層的な下請機構を再編活用することで対応してきた5）。  

それは下請の選別・淘汰の過程であり，末端の膨大な下請企業群は，いわゆる「多産多死」と  

いわれる高い改廃率の中で，受注動向に左右されながら，膨張・収縮を繰り返してきたのであ  

る6）。   

これらのことが，建設零細業者・労働者の状態を著しく劣悪なものにしてきた。建設生産特  

有の極端な受注の波動性に吸引・反発されながら，建設就業者は「その基幹的部分の多くが不  

安定就業労働者として相対的過剰人口の構成部分ないし，それとの接点をなしている」7）とさ  

れるように，その圧倒的部分が未組織のまま，就業・雇用形態，賃金，労働時間，労働災害，福  

利厚生等において，とりわけ劣位の産業分野として，これまで多くの問題点が指摘されてきた。  

だが，実効ある施策が講じられないまま，いわゆる「3K」業種として若年労働者，新規学卒者  

の入職率の低下と離職率の高さ，技能労働者の高齢化が同時進行してきたのである。   

建設労働問題の多くが重層的下請制度に起因し，それは中小零細業者に集約的にあらわれて  

きた。かつ，慢性的技能工不足や労働生産性の停滞状況等が問題化するなかで1970年代に入り，  

行政サイドから元請・下請関係の再編・「合理化」を推進する一連の政策が打ち出された8）。な  

かでも，1976年，「建設労働者の雇用の安定に資することを目的」として労働省は「建設労働者  

の雇用の改善等に関する法律」（「建設雇用改善法」）を制定し，下請企業における雇用管理・安  

全衛生管理・能力開発・福利向上の責任を明示した。その後，3次計画まで策定されたが，実効  

あるものとはなってきていない9）。   

折から，「前川レポート」を機とする内需拡大政策ほ建設需要の急速な増大をもたらし，建設  

業における技能労働力不足が一気に顕在化した。そのため，納期・工期遅れと受注残をもたら  

し，建設現場では技能者確保のため「お札が飛び交い，技能士の奪い合いが始まっている」（「日  

本経済新聞」1987年3月8日）といわれた状況は今日に至るまで引続いている。これほ建設現  

場での外国人就労の問題とも連動する10）。さらに，「日米構造協議」の結果，今後10年間で430  

兆円の公共投資を強いられ，技能労働者不足は一層深刻の度合を強めているのである。   

本稿は以上のような現状認識を前提として，次の課題について考察しようとするものである。  

まず第1に建設技能労働力需給の逼迫状況が，現下「内需拡大」の柱をなす住宅建設生産にい  

かなるインパクトをあたえているのか，第2に，戸建木造住宅生産の中心に位置する大工技能  

労働力が親方制的雇用形態，別言すれば徒弟制的養成形態の急速に衰退しつつあるなかで，ど  

のように再生産されているのか，特に，近年の注目すべき動向として大手住宅メーカーが企業  

内職業訓練校を設立し，大工技能労働力の養成にのりだしている現状との関連で検討する。こ  

れらにもとづき，今日の大手住宅資本の蓄積様式が建設技能労働力の再生産と需給動向との関  

わりにおいて，どの様な相互規定関係にあるかを考察するのが本稿の目的とするところである。  

1）今宮謙二論文「ブラック・マンデーの『分析』を吟味する」（『経済』，新日本出版社，  

1990年10月号）参照。  

2）ここで，前川レポートが示した「経済構造調整」にもとずく建設市場開放政策につい  

て一言ふれておく。日米間の「経済摩擦解消」のため，「日米建設合意」（1988年5月）が  

まとめられた。それほ，関西国際空港，東京湾横断道路等の特定大型公共事業プロジェ  

クトに限り，米企業などへの便宜を図る特例措置を盛り込んだ参入許可であった。しか  

し米側の実績が伸びず，1989年10月の日米会談で米通商代表は「スーパー301条」をタ   
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テに建設市場の開放を一段と迫り，公共事業の指名入札制度や官民の談合体質を問題に   

取り上げた。1990年6月の「日米構造協議」最終報告ほ米側の一方的圧力に屈した形で，   

今後10年間で公共投資額を430兆円と決定した。だが，日米建設合意見直し（レビュー）   

協議も開始され，米側は特例措置の対象を地方自治体が発注する公共事業も含めた，す   

べての公共事業に拡大することをさらに迫っている。これに対し，自治省などは「自治   

体事業は各地域の経済動向に密接につながっており，外国企業の参入は影響が大き過ぎ，   

公共事業の景気調節機能も損なわれる」との反発を示している（「日本経済新聞」1990年  

11月5日）。この「日米合意」についての全面的な検討分析は，次の論文が参照されるべ   

きであろう。松井勝明「日米構造問題協議と公共投資拡大及び日本建設市場の開放と入   

札，契約についての『提言』（上，中，下）」（『建設政策』第6，7，8号，建設政策研究所，  

1991年）。  

3）加藤佑治『現代日本における不安定就業者（上）』（御茶の水書房，1980年）p．101。  

4）筆宝康之「建設労務下請機構の合理化問題」（社会政策学会年報第27集『現代の合理   

化』御茶の水書房，1983年）p．91。  

5）周知のごとく，下請制度は他の産業分野にも存在するが，下請け依存度が最も高いの   

が建設業であり，その比率は年々上昇している（建設経済研究所（財）『図説21世紀の   

建設産業ビジョン』1986年，p．131）。外注比率は工事対象により異なるが，工事原価に   

対し，「ビル・工場など建築工事では5－6割，鉄道・道路・ダムなど土木工事では7割   

前後」とされている（中村賀光『建設業界』教育社新書1976年pp．83～84）。  

6）建設業許可業者総数51万人のうちおよそ7割を個人業者と資本金500万円未満の小   

零細企業が占め（『建設白書』1991年），さらに従業者10人未満の事業所が全事業所の8   

割近く，従業者30人未満では95％を占める。（総務庁統計局『事業所統計調査報告』1986   

年）。また，雇用者のうち，臨時・日雇労働者の割合ほ1970年の26．2％から1990年の  

13．2％へと徐々に低下してきたが，全産業の割合，10．7％に比していまだ高い水準にあ   

る（総務庁統計局『労働力調査』1990年）。建設業の倒産件数は全産業の2割（負債総額  

1，000万円以上）を占め，さらに，その中の8割が個人業老および資本金1，000万円未満   

の中小零細企業によって占められている（「（株）帝国データバンク」資料，1990年）。  

7）加藤佑治『前掲書』p．91。  

8）1971年「建設業法」改訂（建設省），1972年「労働安全衛生法」制定（労働省），1976   

年「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」（「建設雇用改善法」）制定（労働省），1978   

年「元請・下請関係合理化指導要綱」（建設省），1987年「21世紀への建設産業ピジョン」  

（建設省），1989年「建設産業構造改善推進プログラム」（建設省）等。  

9）1991年，労働省は「第4次建設雇用改善計画（1995年度まで）」を発表している。今   

回の第4次計画はかつてない「深刻な技能労働者不足，公共投資の拡大等の建設雇用を   

取り巻く状況の変化」に対応するため，「建設技能労働者の確保・育成」に大きく重点が   

おかれたものになっている。「3K労働から3C（Creative，Clean，Comfortable）へ」を   

キャッチフレーズに，深刻化する若年労働力の確保と建設業のマイナスイメージの払拭   

とを図ろうとするものである。いまさらの感，なきにしもあらずであるが，進行する労   

働力不足に対する行政側の深刻な危機認識は見て取れよう。ただし，「建設雇用改善法」   

が基本的に「雇用・安全面における『下請責任体制』の押し付け」（木村保茂「建設業の   
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合理化と安全問題」，社会医療研究会『社会医学研究』第10号，1991年，参照。）という   

性格が弓削、ものであったことは事実としても，これまでの雇用改善計画が同時に謳って   

きた，ゼネコン元請に対し，「下請企業の労働者の福祉の向上，雇用改善についての指導・   

援助」が現実的な社会的強制力をともなう実効あるものとして推進されたならば，技能   

労働力不足に象徴される建設労働者を取り巻く状況は一定の改善がなされたと考えられ   

るのである。この点で，これまで同様，今次計画が具体的に効果あるものとなる保証ほ   

何もない。  

10）建設業関係で摘発された「不法就労」外国人は88年3，828人（全体の27％），89年   

5，653人（同34％），90年6，813人（同32％）（建設省編『建設白書』1991年版，p．497）。   

建設業の人手不足は「3K」（きつい，汚い，危険）業種として，他産業に比べ労働諸条件   

が劣悪であることに多く起因する。しかし，それを放置したまま，さらに低労働条件で   

雇用される外国人労働者を受け入れることは，いうまでもなく建設労働者全体の現状を   

より悪化させるであろうことは多くの論者の指摘するところである。明確な保護立法措   

置が講じられない限りそれは必至であろう。  

Ⅰ町場住宅建設と技能者養成  

大手住宅資本の町場進出は，地域需要に密着した町場工務店のシェアの縮小をもたらした。そ  

の結果，従来の町場工務店の職域は大きく変容してきており，大手住宅資本による系列支配化  

が進行している。この大手住宅資本の町場進出は，資本力を背景とした全国にわたる販売網と  

住宅生産における「工業化」をテコに，技能労働者をかかえる大工・工務店を下請として系列  

化しすることで，はじめて可能となったのである。   

民間木造戸建住宅の分野は，高度の熟練を要する木造在来工法が支配的であったため，町場  

工務店の独壇場であった。だが，非木造住宅あるいは木質系プレ／、ブ，ツーバイフォー等の新  

工法住宅が登場するにおよび，町場工務店・職人層の自立的位置の低下は避けられなかった。「高  

度成長」期の住宅ブームから一転し，第1次オイルショック直後の新設住宅着工戸数の激減，そ  

の後，1980年代半ばまで続く着工戸数の低迷の過程で，町場工務店・職人層の少なからぬ部分  

が安定的受注・雇用機会を求めて，住宅資本の傘下に下請あるいは手間請の形で，組み込まれ  

ざるをえなかった。   

だが，木造住宅に対する需要ほ相対的に減ったとはいえ，表－1にみるように，木造住宅の9  

割は在来工法住宅である。この消費者ニーズが存在する限り，独自の木造建築技術を有する町  

場工務店は「解体」され得ず，竹川慎吾氏も指摘するように，「建設産業全体における賃金労働  

老化は進行しているが，依然として町場は再生産されてきたのであり，職人層も再生産されて  

きた」1）と言えよう。そこでの技能形成は現場労働をつうじてのOJT（OntheJobTraining）  

を主体とした長期間にわたる修業を要する養成方法であり，獲得されるべき技能ほ「家づくり」  

に関する総合的なクラフツマンとしてのそれである2）。   

大手住宅資本による新工法住宅の供給が比重を増大するにつれ，町場での技能労働者の養成  

機能が衰退してきている3）とはいえ，木造住宅生産を担う建設技能労働力は基本的には町場工  

務店で養成され，供給されてきたのである。   

そのため，今日の建設技能工不足の状況下で，「大手住宅メーカーは“職人狩り”はしても，自   
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表1木造住宅新設着工戸数および木造住宅の工法別シェアの推移  

（単位：戸，％）  

87年   89年   

前年比  前年比  前年比   前年比  

新設住宅着工戸数   1，364，609  10．4  1，674，300  22．7  1，684，644  0．6  1，662，612  ▲1．3   

木造新設住宅着工戸数   633，858  7．1  741，552  17．0  697，267  ▲6．0  719，870  3，2  

木造在来工法住宅  581，216 （91．7）  6．0   673，728  625，620  
（91．7）  15．9  （89．7）  ▲7．1  640，348 （89．0）  2．4  

木質プレハブ住宅  20，934 3 27，719  30，152  31，950  
（．3）   （3．7）   （4．3）   （4．4）   

ツーバイフォー住宅  31，708 5 40，105  41，493  47，572  
（．0）   （5．4）   （6．0）   （6．6）  14．7  

（注1）（）内は，木造新設住宅着工戸数に占めるシェア   
（注2）ツーバイフォー建築協会調べ。また，木質プレハブ住宅は同年まで「建設統計」の木造プレハ  
ブ住宅からツー→ペイフォー住宅を除いて計算した。   

（注3）木造在来工法住宅は，木造住宅から木質プレハブ住宅及びツーバイフォー住宅を除いて計算し  
た。   

（資料）建設省「建築統計年報」，「建築統計月報」  
㈲日本ツーバイフォー建築協会「2×4住宅建設動態統計」  

出所：中小企業金融公庫調査部『中小企業金融公庫月報』，経営ソフトリサーチ㈱，1990年5月号，p．  
22より。   

前では技能労働者を育成しない（全建総連，東京都連賃対部長，老田氏），高賃金につられて工  

務店ごとメーカーの下請桝こなる所も多い（協同組合「匠の会」石井・千葉両氏），技能労働者  

を育成せず，使い捨てにしてきた結果が，今日の事態を招いてしまった。大工さんは町並み保  

存，地域文化の後継者でもある。メーカーによる系列化で職人たちは分断されてきた……すぐ  

れた技術が消滅する前に手を打つべきだ（芝浦工大，藤澤教授）」（「朝日新聞」1990年6月28  

日）というような事態が町場住宅生産の分野にも拡がっている。   

これまで町場で養成されてきた熟練の内容は，プレハブやツーバイフォーといった新工法住  

宅の施工に際しても，十分通用可能な性格のものである。したがって，今日の大手住宅資本の  

シェア拡大ほ，町場工務店を系列下請として位置づけ，自ら技能工を養成する労を経ずして，必  

要なときにそれらの技能労働力を調達することが可能な建設労働市場の存在を前提としてきた  

のである。  

1）竹川慎吾「木造建築技術の伝達と町場の再生に向けて」（『研究年報』14巻，富山大学  

日本海経済研究所，1988年）p．56。   

2）岡澤勉「建設業の構造再編」（黒川俊雄編『地域産業構造の変貌と労働市場の再編』法  

律文化社，1988年）pp．153～154参照。なお併せて，拙稿「農村地域における大工職人  

層の存在形態」（『岩手大学教育学部研究年報』第47巻第2号，1989年），「町場建設職人  

層の今日的特質と建設労働組合運動（下）」（『経済と法』第22号，専修大学大学院紀要，  

1985年も参照されたい。これらは，町場大工の熟練形成について分析している。  

3）その実態を示す現場の声は次のようなものである。  

「建設業じたいが親方，職人の手をはなれ，完全に大手資本に組みしかれてしまった。そ   
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して棟梁，親方は建設業法の改正でそれぞれ社長や，事業主となり，経営者となって職  

人とともに物をつくりだすことをやめ，技能の申しおくりをしなくなったし，受け継が  

せる技能そのものも少なくなってしまっている」  

「一人親方の場合だが，弟子ははしい，だが，使いこなせない。使いこなせない理由の第  

一は，やほり賃金がからんでくる。忙しいときほいい。だが，仕事があいたときでも仕  

事を造り，日当を払わなければならない。かならずしも順調に仕事があるという目安は  

ない。ゆとりがなければ，技術も教えられない。……一 人の方が気が楽という結論にたっ  

してしまう」（『建設』54号，東京土建一般労働組合，1989年6月，p．70，p．77）  

ⅠⅠ技能労働力不足と建設生塵の対応   

1990年，労働省が発表した「技能労働者等需給状況調査（1989年度）」によれば，技能労働  

者の不足数はおよそ191万人である。これは「高度成長期」の「労働力不足」のピーク（180万  

人）を上回るものであり，1988年度（206万人）に引き続く高水準である。なかでも建設作業  

関連職種の不足数が23万人，不足率は39．4％と最も高く，その不足率は企業規模が小さいほど  

高くなっている。   

建設技能労働力不足が社会的に大きくクローズアップされたのは1987年であった。ビル，マ  

ンショソの建設ラッシュがつづく野帳場においては，型枠大工，造作大工，鉄筋工等の技能工  

が大幅に不足し，手段を選ばぬ「下請け会社による“スカウト合戦”にまで発展」（「日本経済新  

聞」1987年3月26日）したのである。   

戸建住宅建設分野の町場においても「いまや住宅の仕事は無限といってもよい。社内で人を  

育成していては間に合わない。不況産業からどんどん人をとりたい」（ミサワホーム社長，「朝  

日新聞」1987年3月9日）。また，「職人の引き抜きが目立つ。だから手間賃の大幅上昇も起き  

ている」（木下工務店社長，「日本経済新聞」1987年2月10日），「大手住宅メーカーによる職人  

の引き抜きが，町場の工務店を追いつめ，職人不足に拍車をかけている……プレハブなど工場  

で生産した住宅を大量販売する住宅メーカーは，大勢の技能労働者を必要としており，一般住  

宅の建設現場からの引き抜きは目に余る」（「朝日新聞」1990年6月28日）とこの数年のあいだ，  

連日のように技能工不足が報道されてきた。   

この技能労働力不足が建設業では事業活動へ直接大きな影響を与える。経済企画庁の委託に  

よる「労働力不足問題研究会」（座長・神代和欣横浜国大教授）の調査によれば，建設業におい  

ては「納期・工期の遅れ」が40％と他産業に比して最も高く，そのため，「受注抑制」が38％  

と，これも他に比して，最も高い数値を示した1）。   

こうした技能工不足に対処するため，建設・住宅業界は，構造不況業種からの長期出向者の  

受け入れや，施工工程のさらなる「合理化」へ取り組まざるをえなかった。それは次のような  

ものであった。  

「造船，鉄鋼など構造不況業種からの出向者約40人を即戦力とするためパネル組立などの教  

育訓練中（積水ハウス）。室蘭市の鉄鋼，造船の従業員など合計百人を首都圏へ呼び，専門工の  

不足を補った（ミサワホーム）。型枠や鉄筋ほ工場で加工し，現場では組立だけ，『不況業種か  

らの人材の流入は時代の流れ。転職しやすい現場づくりをめざす』（フジタ工業）。型枠工の不  

足への対策として規格を標準化したパネル技術を西独から導入，現場でのパネルの組立を専門   
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技能がなくてもできる（鹿島建設）。手間のかかる窓枠加工をあらかじめ工場で生産，部品の形  

で現場に供給（木下工務店）。木質系プレハブ住宅の壁面用パネル，屋根を工場で組立，現場に  

持ち込む（東京ミサワホーム）」（「日本経済新聞」1987年5月19・20日）。   

ゼネコン（総合工事業）資本は，建設工事を請け負うと，下請けの各職別の専門工事業者に  

発注するため，現場作業に従事する技能労働者を直接雇用する必要ほなく，「総合請負業者が社  

員としてそれぞれの専門技能工を雇う直庸方式は皆無に等しい」とさえいわれる2）。   

自ら現場技能労働力を直接雇用・養成せず下請に依存する構造が，今日の技能工不足下で工  

事受注が増大すると，深刻な生産活動の遅滞をもたらす。こうした「労働力を自前で持たない  

ゼネコンの体質が，自分の首をしめる結果となっている」ことはかねてから指摘されていた3）。  

さらに，重層的な労務下請の募集・統轄に大きな影響力を有したかつての「世話役」の機能変  

化も技能労働力不足を促す要因として作用したと考えられる4）。   

また，元請となるゼネコンは労働手段の保有においても「大手・中堅を問わず，大型機械や  

独自の工法に必要な機械以外は所有せず，通常の建設機械による施工部分は，これら専門工事  

業者に下請けさせている」5）のが常態であり，元請の主たる機能は設計・管理・資材調達・金融  

力，とりわけ下請業者の施工管理が中心となる。こうしたことから，建設業の「技術革新」は  

「もっぱら元請資本レベルの技術の蓄積として行われた」6）との指摘にあるように，大型機械の  

オペレーターのような技術的労働については元諸による教育訓練がなされても，現場の技能者  

養成は軽視されてきたのである。   

それは1950年代後半以降，住宅生産の工業化をテコとして，町場住宅市場に進出してきた大  

手住宅資本においても同様であったといえる。住宅需要が急増した1987年（新設住宅着工戸数  

が1986年の136万戸から1987年は167万戸へと23％増，建設省「建築着工統計」）の技能工  

不足に直面し，「小手先の対策では深刻な専門工不足ほ解消できない」（ミサワホーム社長，「日  

本経済新聞」1987年5月19日），あるいは「地方からの季節工や大工の臨時募集ではたち打ち  

できない」（積水ハウス，同上，5月20日）というように，増大する需要をこなすにほ基幹的技  

能工が決定的に不足しており，この時期，大手住宅メーカー各社は，次に述べるように，独自  

に職業訓練校を設置し，技能者養成にのりだしたのである。  

1）『労務管理通信』（労働法令協会（財），1990年9月中旬号）p．11。   

2）日本経済新聞社編『建設』（日本経済新聞社，1979年）p．29。そのため，従来からゼネ  

コン各社の生産体制にとって不可欠であったのが，協力業者，下請の組織化である。清  

水建設の兼喜会，大成建設の倉友会，鹿島建設の鹿栄会，大林組の林友会，竹中工務店  

の竹和会，熊谷組の熊栄会など。ただし，ゼネコンが技能工を社員として全く雇用して  

いないということではないのでことわっておく。たとえば，清水建設においては，社員  

1万名のうち「技能社員」は2千名（1989年『有価証券報告書』）となっている。  

3）同上，『建設』，p．62。  

4）高梨昌編『建設産業の労使関係』（東洋経済新報社，1978年）pp．43－50。  

5）中村賀光，前掲書，p．87。  

6）高梨昌編，前掲書，pp．47～50。   
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表2 職業訓練体系  

対  
象  職業訓練の 種 類   

訓 練 課 程   訓練期間  職業訓練施設   

養成訓練  中卒2年   職 業 訓 練 校  
新 規 学 卒 者  

（注）   

高卒1年  

専 門 訓 練 課 程  高卒2年  職業訓練短期大学校   

1級技能士訓練課程   
職業訓練校  

1月～6月  

通信制1年  
2級技能士訓練課程  

（通信制）  

在 職 労 働 者  向上訓練  
監督者訓練課程  11日以内   

職業訓練校  

技能開発センター  

1科目  
職業訓練校  

技能追加訓練課程  技能開発セン′クー  
12時間以上    職業訓練大学校   

離 転 職 者  能力再開発 訓 練  職業転換訓練課程  6月   
職業訓練校  

技能開発セン′クー   

長期指導員訓練課程  4月   

職業訓練指導員に なろうとする者等  指導員訓練  職業訓練大学校  

指導員研修課程  12時間以上   

（注）暫定的には，これらのほか養成訓練に専修訓練課程がある。  
出所：岩崎隆造『これからの職業訓練の課題』労働基準調査会，1979年，p．212より。  

表3 大手住宅メーカーにおける事業内認定職業訓練  

名  称   職業訓練の種類  訓練課程  
（訓練科）   

対象者    募集定員  修了（予定）生   
（期 間）  

1988年8名  

’8918  
積水ハウス関東技術専修校  義成訓練注）  普通課程   高   卒   45名  ’90 23  

’9127   

1988年7名  
商 卒  

木下工務店高等職業訓練校  養成訓練   普通課程  （1年）  

（建築科）     －91年から2年に延長   

60名  
’8915 ’9040  

’9160   

1988年56名  

住友林業建築技術専門校  養成訓練   普通課程   
（建築科）   

高   卒   60名  ’89 46  

’9156   

注）積水ハウス関東技術専修校は向上訓練（技能向上課程，プレハブ建築科）も実施。  
出所：各社「入校案内」，インタビュー調査より作成。   
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住宅需要の増大と深刻化する建設技能工不足に対処すべく，大手住宅メーカーは1987年から  

相次いで企業内職業訓練校を設立した；その養成訓練の実態を次にとりあげる3校を事例に検  

討する。調査対象とした3社ほ，資本金，建築戸数，売上高実績等のうえで，現代日本の住宅  

産業界のトップ・レベルに位置し，職業訓練校もその規模・内容の点で，大手住宅メーカーが  

着手した企業内養成訓練の実態の今日的特徴を知るうえでの好事例であると考え，選定した。調  

査は1991年2月と5月に実施したものである。訓練校の教務・訓練担当者へのインタビュー調  

査をもとに，主として，設立の動機，募集・採用状況，訓練内容，養成される技能の質，等に  

ついてまとめたものである。   

まず，今日の職業訓練の体系を概観すると，表一2のようになっている。調査対象となったこ  

れらの職業訓練校が実施する訓練は，新規高卒を対象とする養成訓練で，期間は1年間の普通  

訓練課程である（表－3）。この養成訓練は「職業能力開発促進法」に基づき，企業，業者またほ  

団体が労働者に対して実施する職業訓練のうち，都道府県知事が認可した，いわゆる事業内認  

定職業訓練であり，公共職業訓練校に準じた位置づけがなされている。  

（1）「積水ハウス関東技術専修校」（所在地／茨城県，設立／1987年4月）   

当訓練校は「実際に作業に当たる技能工が年々高齢化して行く中で技術工法の革新や，要求  

される技能の高度化に十分対応し，むしろその先を行く能力を持った『専門技術，知識を有す  

る多能工』の養成が必要」（「セキスイハウス関東技術専修校の紹介」），との認識から，「プレハ  

ブ建築に関する専門知識・技術を習得し，将来の中堅幹部としての基礎をつくる」（入校案内）  

ことを目的として設立された。   

積水ハウス技術専修校は他に，関西校（所在地／滋賀県，設立／1987年5月）と山口校（所在  

地／山口県，設立／1991年4月）の2校がある。対象は高卒以上。全寮制。  

図1積水ハウス㈱組織図  

図2 入校までの手続  

①  ②  ③  ④  

出所：「積水ハウス技術専修校募集要項」  
1991年より。  

出所：図1に同じ。   
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表4 積水ハウス関東技術専修校 年間カリキュラム  
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科  目  時間数計   訓  練  内  容   

社  会   12  社会，経済，文化，労働  

普  16  躾，規則 

通 学  16  安全運転の方法・適性  

科   20  体育一般  

小   計  64  

1 建 築 概 論  9  建築史，プレハブ建築の沿革  

2  建築生産概論  9  建設と組織，建築工事の合理化  

3  建 築 計 画  18  建築計画の進め方，住宅の建築計画  

4 30  建築構造，木質，軽鉄，2×4′′  

専  15  建築構造，木質，軽鉄，力学  

6  建 築 設 備  9  設備一般，給排水，冷暖房  

門  
7  工 作 法  30  木材及び木質材料，軽鉄工作方法  

8施 工 法  36  施工計画，仮設，地縄  

9  安 全 衛 生  18  安全衛生管理体制，作業と安全  

学  9  機材，電気一般  

11 材  料  21  材料一般，木材及び木質，軽鋼材料  

科  21  仕様書，積算，工事別積算  

13  設計及び製図  60  製図一般，建築図法  

14  測  量  15  測量の目的と分類，巨高，レベル測量  

15  法  規  21  建築基準法，建築工法，労働基準法  

小   計  321  

学  科  合  計  385  

安全衛生作業   24  安全衛生の作業方法  

2  施工基本作業   288  基礎工事，建方工事の基本  

基  60  使用法と手入，機械等の操作  

本   
実  

36  基礎工事の作業方法  

技   99  木質，鋼材の切断，加工  

6  足 場 作 業   20  足場作業の基本  

小   計  527  

集 合 訓 練 合 計  912  

ロ  分 散 訓 練   888  実 習  
応  
用  

実  
技  

4  

888  

総  合  計  1，800  

出所：図1に同じ。   
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図3 年間訓練スケジュール  

4月   5    6   7    8   9   10  11  12  1   2   3月  

45   

マナー教育  
＝  

各社での芙ほ訓練  
I l  専門学科  

応用美技  

出所：図1に同じ。  

訓練生は「東日本横和建設グループ」（積水ハウスの施工専門会社，関東・東北各地に15社，  

この傘下に各地域の中小工務店が協力会社として系列化されている）のいずれかの会社に入社，  

そこから派遣されるという形態をとる（図－1，2参照）。   

初任給（訓練期間中）は14．2万円（1990年実績）。教材費と食費等がそれぞれ2千円／月，2．4  

万円／月。会社の年間経費負担ほ1人当り約500万円。   

建設業関係者の子弟は2割程度であり，表－3からわかるように，募集定員と入校生の数に開  

きがあるのは，「その年の各地域の横和建設の新卒採用状況と入校推薦の数」如何に関わってい  

る。訓練生の出身地は関東圏が主。   

訓練内容は表－4に見るように，年間1，800時間のうち1，400時間が実技に当てられ，うち応用  

実技訓練（現場実習）が888時間を占める。実技訓練の主体は基礎工事と建方工事である（年  

間訓練スケジュールは図－3参照）。   

現場実習の作業組織については，  

「6班から7班に分けて，1班4人ぐらいずつにして現場実習します。各班に1人の指導者が  

ついてまわる。現場の積和（建設）の人たちが指導者にでてもらいます」   

この訓練期間中に養成される技能は即戦力として次のように，プレハブ住宅の外装組立部門  

に特化されたものであることがわかる。  

「我々の職種は一棟の家を建てる場合に大きく分けて三つにわかれます。基礎工，外装組立工，  

内装組立工で，ここを卒業する人たちは主に外装組立の技能者を目指しているわけです。それ  

にプラス，基礎（工事）もできるよ，ということで」   

したがって作業内容は，「内装についてはほとんど教えていません……鉄骨組み上げて，それ  

からパネルを取り付けたり，屋根をのせたり……木工事，いわゆる大工の内装，仕上げ工事そ  

のものは，教えません……実習で現場へ出ても普通の人の半分以下でしょう。修了する頃は，7，  

8割くらいじゃないですか，実技をやったっていっても3棟や4棟くらいじゃとてもそんなに  

早くならないです…… プレハブといえども技能というものはありますからね」   

道工具については電動工具を含め，ひと通りの道具の扱い方は訓練するが，プレハブ建築施  

工のため，使用する道具はボルトを締める工具が主なものであり，これは支給される。  

「ボルトを締める工具が大体の道具ですね，あとは，安全ベルトとヘルメット，そんなところ  

ですね。積水ハウスでそういう工具のセットがちゃんとありますから一式与えます」   

実習の場所は積和建設グループ傘下各社の施工現場となるが，遠距離の現場実習の場合，次   
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表5 訓練期間中に取得可能な資格  

資格の名称   科  目   発  行  者   

技能照査合格証（技能士補）  プレハブ建築科   県知事，会長   

養成訓練修了証書   プレノ、ブ建築科   校長   

特別訓練修了証   車輌建設機械の運転（バックホー）  積水ハウス㈱   

同   上   移動式クレーン   ㈲日本産業教習教会   

技能講習修了証   玉   掛   同   上   

特別教育講習修了証   アーク溶接   県知事   

技能講習修了証   ガス溶接   県知事  

出所：図1に同じ。   

のような泊り込みが必要となる。  

「昨年は郡山での実習もありました。1ケ月交替で……1ケ月やったらここへ集結して，それ  

でまた現場を移動して。1回ほここに帰ってくる，その日に移動さして。会社の寮や，寮に近く  

ない場合は旅館」   

ここで，訓練総時間の半分を占める応用実技訓練（現場実習888時間）が，一面では現場の  

労働力不足を補完するものとして位置づけられているのではないかという問いに対し，  

「ないことはないです，だけど我々は単に労働に使ってもらうということでは出しませんよ，  

と。きちんと協力してくれないところには。そういうところが見受けられたら来年は出しませ  

んよというふうに言っています。もちろん，労働力の確保ということには現実にはなってます  

よ，現場では。ただし，それだけを期待してくるような所には出しません。教育訓練の場とし  

て提供をお願いしますというふうに」1）   

そこで，現場実習で施工する棟数実績をみると次のとうりである。  

「現場実習はやるといっても1棟仕上がるのになんだかんだいって1ケ月弱かかるわけです，  

現場実習を3ケ月やったといっても，結局は3棟くらいしかやってないわけですよ」   

修了時までに取得をめざすとされる技能資格は表－5参照。なお，修了認定試験として，「2級  

技能検定士補」の技能照査が課されている。資格取得講習にかかる費用は1回分だけ援助され  

る。再度の挑戦は自費負担となる。特に注目しておきたいのほ労働省認定の社内検定資格とし  

て，「積水ハウス主任技能者」（基礎・施工・外装組立・内装組立）があり，その受検資格は5年  

の実務経験を必要とするが，当校を卒業すれば2年に短縮される。ただし，現時点でほこの社  

内検定資格の有無が賃金・雇用にとりたてて大きな影響をもたらすものとはなっていない。こ  

の資格について，  

「社内検定資格制度ほ，いちおう労働大臣の認定制度なんですが，我々の工法そのものはオー  

プンじゃない，いわゆるクロ←ズド工法ですから。1級技能士とかに相当する資格なんです。  

……現場でやっている人たちほ社員じゃなくて請負でやっているわけですよね，主任技能者  

じゃないからといって，待遇を変えてはいませんが，年末に餅代とか称して主任技能者にはな  

にがしかのお金を払ってる，合格者にもそれ相当のものを払ってるというような実態です」   

訓練生ほ，1年間の訓練修了後，派遣元の積和建設グループ傘下の各社に戻り，「技能士補」と  

して現場生産に従事するのであるが，   
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「出てすく“監督やらされてる子もいます。およそ半数は外装組立やらないで，監督やらされて  

ますね。監督といっても，下請，請負屋さんの（監督）。監督っていっても教えたりじゃなくっ  

て，段取りをしたり，資材手配したり，そういうことですれ ＝…・現場監督っていうのは朝か  

ら夜は10時，11時までね営業所と打ち合わせたり，お客さんと打ち合わせたり時間的にすごく  

ハードです。その点，技能工のほうがいい，と。能率給が出るんでね……でもうちでは社員と  

して入れてますから，身分保障というか待遇でほしっかりしているんで，85％くらいが残って  

ます。驚異的な数字なんです」  

というように，半数は下請の施工管理要員として位置づけられていくのである。   

（2）「木下工務店高等職業訓練校」（所在地／埼玉県，設立／19銅年3月）   

設立に至った背景ほ次のように述べられている。「建築技能者の不足が大きく取り沙汰されて  

きました。そのため，住宅建設関係会社は血眼になって労働者確保のためしのぎを削る事態と  

なりました。東北地区への季節労働者募集のため，あの手この手の対策に走りましたが，1年を  

通しての技能者の確保による工期の厳守，品質の確保，工事予算の管理等の面で必ずしも十分  

でない状態が，現実の問題として大きく浮かび上がってきました。このような恒常的な技能者  

不足対策として，当社の中には，速攻性は期待できないが長期的視野に立った抜本的な措置と  

して，自社による技能者の養成に踏み切るべきではないかという機運がもりあがってきました」  

（労働省職業能力開発局編『職業能力開発ジャーナル』（財）労務行政研究所，1990年4月号，p．  

12）。   

それは次のインタビュー調査か らもうかがえよう。  

「大工不足で現場監督が現場管理より募集活動にエネルギーを消耗してきた……東北，北海道  

からも募集したが，どうしてもその場限りということで，あとでクレームが発生するケースが  

表6 木下工務店高等職業訓練校 年間カリキュラム  

科  目  時間数計   訓練内容（時間数）   

普通学科   170  社会（70）体育（100）  

学  418  建築構造（82）規矩術（70）  

設計製図（60）法規（28）  

科  施工法（28）仕様計算（24）  

その他9科目（126）   

基本実技   490  工作基本作業（250）  

器工具使用法（120）  
実  施工基本作業（50）  

その他3科目（70）  

技            応用実技  1，015  建築作業（815）  

基礎工事作業（140）  

その他3科目（60）   

合   計  2，093  

出所：労働省職業能力開発局編『職業能力開発ジャーナ  

ル』，㈲労務行政研究所，1990年4月号，p．15より  

作成。   
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多く，悪弊が出ていた」   

募集ほ高卒者対象。全寮制。生徒の80％前後が建築科以外出身者で今年ほ工業高校卒が4名，  

普通科が圧倒的。木下工務店の正社員として採用し，いわゆる「社員大工」として養成訓練。60  

名のうち40名は現場監督として養成。   

初任給14．2万円。訓練生1人につき年間経費600万円。入校時に大工道具セット（12，3万円）  

を購入させる。   

訓練内容は表－6の通りである。ただし，1991年度入校生から訓練期間を2年に延長するとし  

ている。その理由として，  

「1年の認定訓練だけで専門学科の320時間を消化するのは並み大抵のことではなく，基本と  

応用実技でせいいっぱい。十分な技能の伝承が出来ないので，もう1年の実務訓練が必要」   

訓練の2年日は現場での実習を中心に柱や梁の構造だけではなく，足場の設営や内装工事を  

加え，「足場作業主任」有資格者を増やし，多能工を養成することで工期の短縮を目指すとして  

いる。   

応用実技訓練は建売住宅の建築現場で6月以降，週3日実施される。  

「社員大工および下請大工が，3～4名から成る訓練生の班を実地指導し，0．5～0．75人前程度  

の大工職人としての技能の域に達するよう養成……現在，ツーバイフォーが8割，在来工法住  

宅が2割，ツーバイに関しては1人で建方，フレーミソグが全部できるように……公庫の中間  

検査まで1人で15，6日かかるところ，いまの訓練生チームなら1週間でできますので，その点，  

工期短縮にはなります。2年目に入る生徒は即戦力として一定数都内へ送り出す考えです。・…‥  

現在750名の大工がいますが，30歳以下は15％ぐらい，ともかく45歳以上が圧倒的です……  

今後プレカット生産，部品化，パネル化をすすめざるをえないでしょう」  

（3）「住友林業建築技術専門校」（所在地／千葉県，設立／1988年4月）   

設立の背景と目的は「住宅建築業界への若年労働力の参入が激減して，職人の高齢化が急ピッ  

チで進んでおり，この状態を座視することはできなくなってきたこと。木造軸組工法による住  

宅の生産システムの近代化・合理化を進めることにより，手間・材料・工期の無駄をなく」す  

必要に迫られ，「木造軸組工法による住宅建築の生産革命（CADの導入，プレカット・高精度  

部材の採用，工法変革や作業システムの改革等）の担い手となる適応力に富んだ新しいタイプ  

の建築技能者の養成」にある（前掲，『職業能力開発ジャーナル』1990年4月号，p．6）。   

訓練生は新規高卒。出身地の分布ほ全国にわたるが，首都圏出身者が4割。全寮制。住友林  

業株式会社直系の施工会社であるスミリソ建設株式会社または大阪スミリソ建設株式会社の社  

員として採用され，入社初年度の研修として派遣される。大半が建築科出身者であるが，建築  

科出身者とそれ以外の生徒の差は半年も経つと変わらなくなる。  

「はとんど工業高校の建築科出身です，今年ほ8割くらい。あとの2割が土木とか，普通科の  

人もいます。いちおう，工業高校の建築科程度の知識はということでやっていますが，半年も  

たったら，もうそんなにかわらなくなります。実技に関しては横一線です。まあ，工業高校出  

たといっても，そんなに実技はやってないと思うんですね」   

道具は自費購入（10万円前後）。  

「電動工具は買わないですけどね，まあ手道具っていうんですか，昔の大工さんが買ってたく  

らいのものは全部，ノコギリからノミからカンナから」   
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表7 住友林業建築技術専門較 年間カリキュラム  
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学 科   時間数   訓  練  内  容   

一般学科   
学  

80  社会・体育・接遇訓練・社長，校長訓話  

専門学科   280  木構造・規矩術・安全衛生・他  

科                学科計   360  

期本実技   420  器工具使用法・機械基本作業  
実  工作基本作業・施工基本作業・他  

応用実技   930  墨付加工作業・プレカット作業・造作作業・他  
技  
実技計  1，350  

合  計   1，710  

出所：「入校案内」資料より。  

訓練内容は表－7に見るように，年間1，710時間のうち1，350時間が実技訓練に当てられる。う  

ち420時間の基本実技訓練は「木造軸阻工法による住宅施工に関してひと通りの大工技能を指  

導する。特に，在来工法に必要な器工具使用法・墨付作業・継手仕口の製作等についての基本  

作業を繰り返し練習」し，さらに校内で実物代のモデル棟建築による実習訓練を行う。そして  

年間スケジュルの過半を占める応用実技訓練は「当校修了後即戦力となり得るよう実際の建築  

現場で実施（1人の指導員が8名の訓練生を指導しながら，1棟の住宅を建築）」する。これほ  

建売住宅の建築現場で，基礎から本体工事完成まで，「基礎工事と木工事のすべてを訓練生が担  

当」する。「工期も十分にとってあるんで，そんなあわててやることじゃなくて，ゆっくり，正  

確にやって覚えてもらいます」というように，現場実習は50名を2組に分け，1日交替で交互  

に出かける。この組はさらに7，8名から成る3班に編成される。   

また，プレカット工場での実習作業を通じ，「技術革新への素地づくり」も行う。   

これらの訓練が終了後，2月から3月にかけて，スミリソ建設の現場での仮配属訓練が行われ  

る。配属されてから3年くらいは外部工事を専門に担当することになる。   

スミリン建設社長伊東氏は，設立の経緯とその独自の労働編成の成果について次のように  

語っている（「全建総連」，全建総連機関紙，第1286号，1990年11月1日）2）。  

「いまの青年たちほ，五年も丁稚奉公しなければ一人前に扱ってくれないような仕事に，簡単  

に入ってくるはずはありません。短期の養成で一人前の生産性をあげられる方法は？ と私た  

ちは考えました。そこで建築技術訓練校をつくったのです……高等学校工業科ないし建築科卒  

業生を一年間，ここで訓練します。全寮制でたてまえはスミリン建設の社員，給料1ケ月13万  

円が支給されます。ただし毎月の寮費と食事代で3万円は社員負担です。・…‥（初年度は）46  

人定貞のところを応募者62人全員を採用したのです。……6人が在学中に退社しましたが，1年  

後に56人が卒業。現在全員がST（ストラクチュア＝組立）チームで仕事をしています。……  

日本にほこんな経験はありませんから，正直言って『賭け』でした。生徒一人当り，社として  

は450万から500万の出費です。卒業後，戦力になるかどうかも未知数でした。しかし，この  

4年間の経験では，私どもの発想ほまちがっていなかったと考えています。一般の会社とくらべ  

ても定着率が悪いとはいえないでしょう。また彼らの戦力化についても，私たちは当初0．3と見  

ていたのに，あがった数字ほ0．6，半人前以上の実績になっています。……初年度はSTチーム   
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に半分配属し，残りを協力してくれる大工さんにあずけました。ところがあずかった大工さん  

の方の実績は二人で1．3やってもらわなけれはならないのに1．1か，1．2にしかならない。教育  

にべテラン大工さんの手がとられてしまうのです。しかし，直接STチームに入った方は0．6あ  

げている。そこでこの制度ほ半年で中止し，以後，卒業生は全員STチームに加わるように改め  

ました」   

これは，熟練大工の指導を必要とした外部木工事作業（構造材の取付から窓まわり，厚下地  

貼り）をSTチーム（訓練校卒業生4人で編成）へ全面的に移すことで，熟練が要求される内部  

造作にべテラソ大工を集中配置できるようになったことを意味する。   

この作業組織の編成変えを可能にしたのはプレカット生産体制の確立である3）。スミリソが  

手掛けてきた木造軸組工法住宅の分野も，プレカット加工による部材の規格化をもとにCAD・  

CAMによる工場生産体制の開発が進んだ。その結果，精度が飛躍的に向上し，  

「どんな未経験者でも，マニュアルにしたがって組み立てていけば，熟練者にも負けない木工  

事ができることもはっきりしました。さらに，STチームとベテラン職人群との分業を確立した  

ために仕事が倍の早さで回転するようになり，生産性が著しく向上した」   

ただし，注意すべきは造作材の加工はいまだ機械化することは容易でほないため，熟練大工  

の技能を要するのである。それについて，  

「厚下地を貼った後の仕上げほすべてこの方がたの仕事です。目に見える部分はどうしても名  

工と呼ばれる方にお手伝い願わねばなりません。また，まだ工業化できない注文建築で，この  

方たちに腕を振るっていただく分野も，まだまだ沢山あります。ですから私どもの社員募集の  

方針も，若い技能習得志望者，ベテラン職人，さらに高齢者の職人さんという三段構えになっ  

ています。そして町場で働いておられる大工，工務店のみなさんにも社の方針をご理解願って，  

協力業者として仕事をしていただいています」   

木造住宅生産の最先端をいくプレカット生産体制のもとでも，現時点においては，重要な造  

作・仕上げ部分は町場大工の熟練技能にいまだ依存せざるをえないことが明らかであろう。  

これまでみてきた大手住宅メーカーによる企業内職業訓練校の設立の動きは，大都市周辺を  

中心に展開されているばかりではない。地方に訓練校を設置することで中卒労働力を確保して  

いる次の事例を付け加えておこう。  

（4）殖産住宅の施工建設団体である「殖産住宅東京ホーメスト協力会」（145社で構成）が，  

「大工さんを中心とした建築技術者不足や高齢化には業界としても危機感を覚えている。産学一  

体の訓練機関として，ぜひ優秀な人材を確保したい（殖産住宅専務）」（「岩手日報」1989年7月  

6日）として，1990年4月，大工養成を目的とする全寮制の認定職業訓練施設「建設工学院」を  

岩手県の一関市に開設している。   

募集定員ほ，建築管理料……高卒30名（2年間），建築施工料……中卒40名（3年間）。入学  

時に協会加盟建設会社の社員となり，月額10万円が支給される。卒業後は協力会加盟建設会社  

に配属，正社員‘として月額25万円支給（1991年「学生募集要項」）。  

1990年度は中卒9名の応募があったのみ。1991年になって，名称を「殖産住宅ホーメスト工  

学院」と変更，入学者は59名（全員が中卒）に増加。宮城県出身者が最も多く，50人。ついで  

岩手，秋田の順。4割が大工の子弟。道具一式（8万円程度）を支給。給与月額は13．5万円，う   
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ち，授業料，寮費，食費等で5万8千円が差し引かれる。4カ月間は同学院で学科教育を受ける  

が，6ケ月間は関東各社の建設現場での実習にあてられる（「岩手日報」＼1991年4月11日）。  

以上みてきたように，大手住宅資本は深刻化する技能労働力不足に対処するため，企業内職  

業訓練校を設置し，自社の「社員大工」として人材を養成・確保する方向に動きだした。この  

新たな動向は技能工を直接養成することのなかった従来とは大きく一線を画す，建設技能工養  

成訓練の新たな段階を示しているということができよう。それは，訓練校で短期養成される即  

戦力としての技能工確保という要請に応えるものであることは当然のことながら，次の側面か  

らも注目すべきであると考える。   

すでに表－1で示したように，木造在来工法住宅に対する需要はいまだ一定の根強いものがあ  

る。他方，加速化する技能工不足を，企業内訓練校卒業者で充当することは到底不可能であり，  

大手住宅資本は今後ともその形態はどうであれ，町場工務店・職人層を，下請に系列再編化す  

ることで活用せざるをえないであろう。   

しかしそれにも限界がある。町場で再生産されてきた熟練技能労働力が今後予測される絶対  

数の減少（高齢化，後継者難）によって供給不足となるからである。そこで現場施工にあたる  

技能工を「社員化」していく方向は促進されるであろうが，住宅受注の極端な波動性から，労  

務費コスト等で大きなリスクをともなうゆえ，要員確保の主流とはなり得ない。現場施工に必  

要とされる大多数の技能工の確保は，基本的に下請に依存していくという従来の方向に変更は  

なく，大手住宅資本による町場工務店の包摂の度合はより強まり，施工現場での労働力編成は  

「社員大工」が加わった重層性を帯びる。   

したがって，現時点での養成のねらいほ，技能工不足解消と直結したものではあっても，む  

しろ今後一層強力に推進されるであろうプレカット化，パネル化といった急速に進展しつつあ  

る生産工程の「技術革新」に即応できるフレキシブルな労働力というにとどまらず，若年であ  

りながら，現場施工における下請の管理・監督という性格も加味された，新しいタイプの基幹  

工を「社員大工」として養成・確保する側面に力点が置かれていると考えられるのである。   

ただし，そこで養成される技能の質は（1）の事例に象徴的にあらわれているように，自社の  

生産方法に特化された，社会的通用性を有するとは言い難い，いわゆる「クローズド工法」に  

限定された内容のものなのである。この点で，（1）の事例は今後の大手住宅資本による企業内  

養成訓練の展開方向を示唆するものであるといえよう。   

高い習熟度を要する木造軸組在来工法の技能は容易に短期間で形成されるものではないた  

め，町場建設技能工はある程度の職種横断的な独白の労働市場を形成し，受注動向，雇用機会  

に応じて，内部で流動し，国別資本との関係では，一定の自立性を有していた。それに旦し，今  

日住宅資本のもとで即戦力として養成される部分工事に専門化された技能は企業内に閉鎖され  

たものであるゆえ，社会的通用性にとぼしい。その結果，住宅資本が養成した技能労働力は，他  

社へ移動することのない「社員大工」として必然的に固定化されざるをえないのである。  

1）事業内認定職業訓練校における職業訓練生の法的位置について，渡辺裕氏は次のよう  

に指摘する。「職業訓練生は，従業員として労働契約上の地位に立ち労働基準法の適用を  

受けるとともに，これに加えて能開法に定める訓練課程の職業訓練を受ける特別な法的  

地位を取得する」。だが，「法令の上では，厳格な規定を置いていなく，その内容は相当   
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にあいまいである」。（渡辺裕「企業内専門学校・訓練校における学生の法的地位」，季刊  

『労働法』，総合労働研究所，1991年，159号，p．28）  

2）同氏ほ，月に約110棟，年間売上230億円を達成可能にした要因として，第1に，  

「CAD・CAMによる工場生産」，第2に住宅生産にはなじみにくいと思われる，「作業分   

析にもとづく徹底した工程管理（ODシステム……オペレーション・ダイヤグラム）」を   

あげている。（「全建総連」，全建総連機関紙，第1286号，1990年11月1日）。  

3）プレカットとは，木造軸組工法（在来工法）住宅の柱や梁の構造材を，あらかじめ工   

場で機械加工することをさす。つまり，従来の建築現場での手加工に対し，「加工機械と   

搬送装置を組み合わせてライン化し，大工の熟練技能に頼らずに軸組部材を加工する体   

制」である。近年は，墨付を必要としない，構造設計から直接加工までを一貫処理する   

全自動ラインが，CAD／CAMシステムにより可能となっている。ただし，この高能率の   

全自動プレカット生産も，機械設備だけで莫大な費用を要し，高い稼動率が維持されね   

は採算ラインにのらない。そのため，受注量の確保が大きな課題となる。また，「棟上げ   

後の内装及び仕上げに使用される造作材のプレカットについては，面加工は可能である   

が，寸法合わせが難しく，切断などの加工は依然施工現場で行わざるを得ない」とされ   

る（中小企業金融公庫調査部『中小企業金融公庫月報』，（株）経営ソフトリサーチ，1990   

年5月号参照）。  

む  す  び  

町場建設技能工とりわけ大工層は一定の量的厚みを有する社会階層として世代的再生産がな  

されてきた。その基礎となったのが木造軸組工法（在来工法）の手工的熟練技能の継承であっ  

た。一品注文生産を基本とする住宅生産は，複雑な作業工程の組合せから成るため，機械化大  

量生産のラインにのせることが容易ではない。このことが，たえず倒産・廃業の危機と隣合わ  

せとほいえ，小規模零細資本の存立を可能にしてきた。今日の大手住宅資本により進められて  

きたプレ／、ブ住宅の施工に際しても，内部造作といった部分工事に限定されつつあるが，いま  

だ手工的熟練は不可欠のものとして位置づけられざるをえない現段階なのである。  

「内需拡大」下での建設需要，とりわけ住宅需要の増大は，深部で進行しつつあった技能労働  

力不足を一挙に顕在化させた。この労働力不足が必ずしも建設技能工の労働諸条件の状態改善  

に有利に作用していないのが現実である。全産業就業者の′1割を占める建設就業者の圧倒的多  

数ほ「不安定就業階層」と位置づけられるように，分散的で未組織である。この状況下で，建  

設業をとりまく劣位な労働環境の改善を可能にする，実効ある施策が請じられるためには，あ  

らためていうまでもなく，建設業に就業する諸階層の組織による，数の社会的力が不可欠であ  

ると同時に，社会立法による労働と生活のミニマム・スタンダードの確立が求められるところ  

である。この点において，今日，わが国労働組合の組織率の低下傾向のなかで，社会保障の拡  

充闘争を軸に56万人の大組織へと成長してきている全建総連（全国建設労働組合総連合）が，  

「町場の再生」をかかげ，国民の住生活に責任をもつ連動体として地域住民との日常的な結び付  

きを重視していることは，新たな職能別組織の今後を展望するうえで，大いに注目されるべき  

である。   

町場の再構築のための必須条件は，大手住宅資本での養成不可能な木造在来工法技能を，多   
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様化する「住宅ニーズ」に即したかたちで，町場建設就業者みずからが主体的に発展・継承さ  

せることであろうと考える。   




